
事業番号 - - - -

（ ）

4年度活動見込

単位当たり
コスト

算出根拠 単位

単位当たり
コスト 円

計算式 　　千円/人

研修事業費
44,484千円/
受講者数
7,760人

※I事業共通
に含まれる
研修関連費
用を含む

研修事業費
119,975千円
/受講者数
10,170人

※C研修事
業経費から
地域セン

ター経費を
除く

研修事業費99,974千円
※新型コロナウイルス感染
症の状況によっては研修の
延期・中止が発生する可能
性があることから見込人数

の算出は困難

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

単位 令和元年度 令和2年度

計 327 -

活動内容
（アクティビ

ティ）

学校教育関係職員を対象に、教職員等中央研修、学校経営に関する基盤研修、教育課題に対応する指導者養成研修を実施する。

活動目標 活動指標

学校教育関係職員への研修
を実施し、教職員の資質向上
に寄与する

研修の実施回数

令
和
4
・
5
年
度
予
算
内

訳

（
単
位
：
百
万
円

）

独立行政法人教職員支援機
構運営費交付金

327 -

23 17

01002421

教育人材政策課
教育人材政策課長
小幡　泰弘

会計区分 一般会計

セグメント単位の
考え方

法人単位の財務諸表におけるセグメントとする。

セグメント名 業務経費（研修事業） 担当部局庁 総合教育政策局 作成責任者

事業開始年度 平成１３年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

令和4年度セグメントシート 教職員支援機構

2022 文科

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人教職員支援機構法
第三条、第十条

関係する計画、
通知等

教育振興基本計画（平成30年6月15日閣議決定）
中期目標（文部科学大臣指示）
中期計画（文部科学大臣認可）

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

その他 131 18 35

補助金等 61執
行
額

運営費交付金

　計 344 276 367予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

152 254 332

事業目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

校長、教員その他の学校教育関係職員に対し、研修の実施、職務を行うに当たり必要な資質に関する調査研究及びその成果の普及その他の支援を行うことにより、これ
らの者の資質の向上を図ることを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

各地域で中核的な役割を担う校長・教員その他の学校教育関係職員に対する研修を行う。

実施方法 交付

4 0

令和5年度要求

経
常
収
益

予算額：運営費交付金 161 281 341 327 -

運営費交付金収益化基準 業務達成基準 業務達成基準 業務達成基準 業務達成基準

運営費交付金収益の割合 44.2% 92.0% 90.5%

執行額 173 163 375

- -

17 -

経
常
費
用

予算額 - - - -

執行率 #VALUE! #VALUE!

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求 主な増減理由

4年度
活動見込

5年度
活動見込

#VALUE!

令和3年度

活動実績 研修 22 17 17

当初見込み 研修 23

11,932 5,733 11,797 -

研修事業費
90,145千円/
受講者数
7,555人

※研修以外
の事業の実
施に係る経

費を除く

令和元年度 令和2年度 令和3年度

当該事業経費　／　受講数



☑チェック

年度

達成度 ％ 94.7 87.5

定量的な成果目標 成果指標 単位

100

17

目標値 研修 19 16 17 17 -
研修毎に成果指標が90％以
上となるようにする

受講定員に対する受講者の
参加率が90％以上となった研
修数

成果実績 研修 18 14

5 年度 -
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

○
年度計画に即した業務の遂行のために必要な支出であり、合
理的なものとなっている。

独法等所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

教職員支援機構の研修事業は、国として行うべき校長、教員
などの学校教育関係職員に対する研修等を行う目的で実施さ
れており、過去の閣議決定においても、機能強化を進めること
とされている。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

経費等の削減・効率化については、施設の維持管理・運営業
務について、複数年の民間委託契約の継続、他機関との物品
の共同調達を実施している。

各地域の学校教育において中心的な役割を担う教職員や、研
修の企画・立案等を担う指導者を養成するための研修は、国
の政策等を実施するための重要な役割を担っており、地方公
共団体に委ねることはできない。
また、経営状況や採算状況により、研修が行われなかったり、
質が低下したりする可能性があることから、民間に委ねること
も不適当である。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事業
か。

○

文部科学省の政策目標では、「新しい時代に向けた教育政策
の推進」（政策目標１）として、国民一人一人が生涯にわたっ
て、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することがで
き、その成果を適切に生かすことのできる社会を実現すること
を定め、そのための施策目標として、「魅力ある教育人材の養
成・確保」（施策目標１－３）を定めている。
上記の政策目標を達成するため、教職員支援機構の研修事
業は、教職員の養成・採用・研修の一体的改革を担う中核拠
点として、教職員の資質の向上をミッションとしており、優先度
の高い重要な事業である。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

一者応札又は一者応募となった契約があったため、調達規模
に応じ競争参加資格要件を必要最小限にするため、事前に市
場調査を十分に行うなど、一者応札の状況が改善されるよう、
今後も検討していく。
一般競争契約等の実施に当たっては、競争参加資格要件の
緩和、仕様内容の見直しや公告期間の延長（従前の原則10日
以上から20日以上を確保）等を実施し、競争性の確保に努め
ている。
また、競争性のない随意契約については、真にやむを得ない
もの以外はない。
※セグメント単位で契約を行っていないため、機構全体につい
て記載している。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一者応
札又は一者応募となったものはないか。

成果実績は成果目標に対して十分なものとなっている。
コロナ禍中においても、非集合型オンライン研修に移行し、研
修事業を継続し活動しており成果実績は十分なものとなってい
る。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あるい
は低コストで実施できているか。

- -

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
費目・使途については、事業目的に即し、真に必要なものに限
定されている。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○
宿泊費等、受益者に対して応分の負担を求めており妥当であ
る。

○
単位あたりのコストは、減少傾向または同程度で推移しており
妥当である。

事
業
の
効
率
性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

中期計画・年度計画に基づく研修事業の運営や実施に際し、
十分に活用されている。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○

事業番号 事業名

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
（独）教職員支援機構 令和3年度業務実績報告書

事
業
の
有
効
性

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役割分担
の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

文部科学大臣により指示がなされた中期目標に基づき、中期
計画を策定し、各年度毎の計画を立てることにより各事業を実
施している。当該年度計画に沿い着実に達成されており、コロ
ナ禍中においても研修方法を非集合型オンライン研修に移行
し、活動実績は概ね見込みどおりとなっている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足

する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が支
出されている者に
ついて記載する。
費目と使途の双方
で実情が分かるよ

うに記載）

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

令和３年度は、令和２年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、全ての研修をオンラインで実施した。新たな研修スタイルの
構築に向けて、できるだけ集合型に近い形の模索や、実施形態や方法の検証等を行った。このことにより、予定した事業を確実に実施するとともに、研
修の高度化に向けた実施体制を確立し、不断に改善を進めることができ、本機構の役割を充分に果たしたと考える。
さらに、随意契約によることが真にやむを得ないもの以外は全て一般競争契約等の競争性のある契約方式への移行が完了されている。
複数年契約の推進、ペーパーレス化を行ったことにより、経費節減・効率化が図られ、一般管理費及び業務経費とも削減目標を達成した。
加えて、平成２５年１２月の閣議決定における指摘事項を踏まえ、（１）物品の共同調達（２）間接事務の共同実施（３）職員研修について、（独）国立特別
支援教育総合研究所（独）国立青少年教育振興機構（独）国立女性教育会館と引き続き共同して実施することで、経費削減及び業務の効率化が図られ
ている。

改善の
方向性

文部科学大臣に認可された第６期中期計画に基づき策定された年度計画に沿って各事業を着実に実施する。
また、引き続き業務の効率化に努めるとともに、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成２７年５月２５日総務大臣決定）に
基づく取組を着実に実施する。

備
考

C.ヤトロ電子株式会社 D.

費　目 使　途

消耗品費 消耗品費 14.8 - - -

金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

費　目 使　途

その他 備品、委託費 6.1

計 20.9 計 0

文部科学省

１，２１２．３百万円

独立行政法人教職員支援機構の

事業の運営に関する経費を交付

A.（独）教職員支援機構

１,１７１百万円

B.その他管理費

６２５．３百万円

民間企業 １１２件

公益法人等 １７件

その他 ２４件

【一般競争契約（最低価格）

事業を遂行するための人件費・維

持管理費

C.研修事業

１７３．３百万円

民間企業 ３０件

公益法人等 ９件

その他 １２９件

【随意契約（少額）

等】

学校教育関係

職員に対する

研修事業費

教員の資質の向

上に関する指標を

策定する任命権

者に対する専門的

助言

D.指標に関する

専門的助言

０．１百万円

その他 ３件

【その他】

E.指導、助言及び

援助

４１．９百万円

民間企業 １９件

公益法人等 ３５件

その他 ８１件

【その他等】

学校教育関係

職員に対する

研修に関する

指導、助言及び

援助

F.調査研究およ

びその成果の

普及

５５百万円

民間企業 １９件

その他 ４１件

【随意契約（その他）

等】

学校教育職員の

資質能力向上に

関する調査研究

及びその成果の

普及

G.更新講習等

認定事務

４０．７百万円

民間企業 ７件

その他 ３件

【その他等】

免許状更新講

習及び免許法

認定講習等の

認定に関する

事務

H.教員資格認定

試験実施事務

８６．２百万円

民間企業 ２６件

公益法人等 ４件

その他 ５０７件

【随意契約（企画競

争）等】

教員資格認定

試験の実施に

関する事務

I.事業共通

１４８．１百万円

民間企業 ４１件

その他 ２７件

【一般競争契約（最

低価格）等】

研修事業を遂

行するための

共通経費

交付

交付額との差額は執行残



支出先上位１０者リスト

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

- - －

2 ヤトロ電子株式会社 8050001016181 備品、委託費 6.1
随意契約
（少額）

-

1 ヤトロ電子株式会社 8050001016181 消耗品 14.8
随意契約
（少額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

－

4
エヌ・ティ・ティ・コミュニ
ケーションズ株式会社
ﾋﾞﾘﾝｸﾞｶｽﾀﾏｾﾝﾀ

7010001064648
ファイル転送サービス、手数
料等

1.1
随意契約
（少額）

- - －

- －

3
エヌ・ティ・ティ・コミュニ
ケーションズ株式会社
ﾋﾞﾘﾝｸﾞｶｽﾀﾏｾﾝﾀ

7010001064648 専用回線接続サービス 8.8
随意契約
（その他）

- -

- －

7
国立大学法人鳴門教
育大学

1480005003924 地域センター支援事業 8
随意契約
（その他）

- -

- - －

6
国立大学法人信州大
学

3100005006723 地域センター支援事業 8
随意契約
（その他）

-

5
国立大学法人山口大
学

9250005001134 地域センター支援事業 8
随意契約
（その他）

- - －

10
株式会社テクノカル
チャー

4013301007758
「学びばこ」クラウドサービス
利用料

6.6
随意契約
（その他）

-

9 非常勤職員A - 業務運営(賃金) 7.9 その他

－

8
学校法人玉川学園　玉
川大学

8012305000162 地域センター支援事業 8
随意契約
（その他）

- - －

－

12
国立大学法人福井大
学

4210005005077 地域センター支援事業 7
随意契約
（その他）

- - －

- －

11
株式会社テクノカル
チャー

4013301007758 カスタマイズ費用 0.4
随意契約
（少額）

- -

- - －13 株式会社タマヤ 4210001013488 タブレットPCの賃貸借 6.5
随意契約
（その他）

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- - -

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 - - - -



86.7 - - -

13 - - -

目標値 研修 18 15 15 15 -成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度

研修毎に成果活用率が
85％以上となるようにする

受講者に対して、研修終了
後相当の期間内に研修成
果の活用状況についての
アンケート調査を実施し、
「研修成果を効果的に活用
できている」などのプラスの
評価を得た割合が85％以
上となった研修数

成果実績 研修 17

達成度 ％ 94.4

達成度 ％ 90.5 87.5 94.1 - -

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

5 年度 - 年度

- 年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度

研修毎に大変有意義率が
80％以上となるようにする

受講者に対して、研修内
容・方法、研修環境につい
てのアンケート調査を実施
し、「大変有意義であった」
の最高評価を得た割合が
80％以上となった研修数

成果実績 研修 19 14 16 - -

目標値 研修 21 16 17 17 -

研修 21 16 17 17 -

達成度 ％ 100 100 100 - -

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

5 年度 - 年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度

研修毎に有意義率が95％
以上となるようにする

受講者に対して、研修内
容・方法、研修環境につい
てのアンケート調査を実施
し、「有意義であった」など
のプラス評価を得た割合が
95％以上となった研修数

成果実績 研修 21 16 17 - -

目標値

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
（独）教職員支援機構 令和3年度業務実績報告書

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
（独）教職員支援機構 令和3年度業務実績報告書

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
（独）教職員支援機構 令和3年度業務実績報告書

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

5 年度

※前年度の実績は、1年後に行う

「成果活用アンケート」に基づき確定

するため、翌年度に記載


